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平成 31 年度 国立大学法人長岡技術科学大学 年度計画 

 
（注）□内は中期計画を示す。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（1）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【01-01】学生の主体的・能動的・創造的学びを実現する教育方法を授業に広く導入し、

教員による知識付与型教育から学生主体の自主的・能動的学修への転換を図り、実践性

を重んじる技学教育をより一層発展させる。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【01-01-1】学生主体の自主的・能動的学修への転換を図るため、問題発見・解決型の授業

など、これまで実施してきた多様なアクティブラーニングの効果を検証し、今後の展開

に反映させ実施する。 

 
【01-01-2】実践性を重んじる技学教育をより一層発展させるため、イノベーション能力を

伸ばす教育プログラムを、検証結果を反映させ実施する。 

 
【02-01】優秀な学部学生が大学院の科目を履修できるシステムなど、高等専門学校、

本学学部及び大学院のカリキュラムを有機的に連携させることにより、教育・研究にお

けるシームレス化を進め、大学院での海外留学、インターンシップ等の実施や、早期修

了を促進する仕組みを構築する。 

【02-01-1】高等専門学校及び学士・修士カリキュラムを有機的に接合するため、全国国立

高等専門学校を対象とするアドバンストコースによる高専･技大の連携教育に検証結果

を反映させる。 

 
【02-01-2】学部における大学院授業科目の履修を増やすなど、教育・研究におけるシーム

レス化を進め、大学院でのリサーチインターンシップ制度や早期修了を促進する仕組み

の検証結果をもとに仕組みの改善を検討する。 

 
【02-02】意欲と能力のある学生の学力を伸ばすプログラムとして英語と数学科目で実

施している習熟度クラス編成を他の科目においても実施するとともに、学習サポータ

ー制度を活用した学習支援・基礎学力向上策により、確かな学力の形成を図る。 

【02-02-1】意欲と能力のある学生の学力を伸ばすため、習熟度別クラス編成を基礎教育の

複数の科目で実施するとともに、学習サポーター制度の利用が望まれる学生の制度利用

に繋げる方策を実施する。 

 
【02-03】技学教育を海外へ普及・展開するとともに、海外からの留学生の拡大、留学

生への教育支援体制の整備とともに、多様な学生に向けた学部・大学院一貫教育プログ

ラムを拡充する。 

【02-03-1】平成３０年度に設置した国際技学教育認証委員会において、技学教育を海外へ

普及・展開させる方策を検証する。 

 
【02-03-2】留学生の受け入れを拡大させるため、シラバスの英語化をするなど、入学前に

正確なカリキュラム情報の提供を充実するとともに、英語開講科目の比率を増やすなど、

実践的・創造的かつ国際性を備えた指導的技術者を育成する留学生教育プログラムを展

開する。技学教育システムの海外展開を検討する。 

 
【03-01】工学専門教育の基礎となる数学・自然科学、及び技術者として備えるべき教
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養と学士力や社会人基礎力(いわゆるジェネリックスキル)を身につけさせるカリキュ

ラムを体系化する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【03-01-1】本学における「できる技術者３能力」の基礎となる数学・自然科学、教養等を

身につけるカリキュラム編成を検証結果を反映させ実施する。 

 
【03-02】高校教育からの接続を円滑にする入学前学習を高校の教員と連携して実施

し、高大接続を見据えた教育プログラムを構築する。 

【03-02-1】高校教育からの連続性を図るため、入学前教育を継続実施し、高校教員と連携

して実施した入学前教育の改善の検証結果を反映させ実施する。 

 
【03-03】学生の学習歴・国籍等の多様性と、海外機関・民間機関との多様な連携を活

かし、豊かな感性と対話・交渉力を育てる教育プログラムを構築する。 

【03-03-1】豊かな感性と対話・交渉力を育てるため、在学生の海外留学体験を増加させる

教育プログラムとして海外英語研修制度を検証し、その結果を反映させ実施する。 

 
【03-04】技術者として必要とされる英語力の確実な習得のため、評価がわかる外部試

験を英語教育に組み込むなど、新たな教育プログラムを構築し、中期目標期間中にＴＯ

ＥＩＣ５５０点以上の修士課程学生の割合を概ね４割以上とする。 

【03-04-1】技術者として必要とされる英語力の確実な習得のため、修士課程での語学能力

を獲得するプログラムの実施結果を検証し、改善方法を検討する。 

 
【03-05】安全技術とマネジメントスキルを統合的に応用できるシステム安全エンジニ

アの育成のため、技術経営研究科において、実務教育やマネジメントに関する科目を充

実するなど、教育プログラムの改善を図る。 

【03-05-1】技術経営研究科において、実務教育やマネジメントに関する科目を充実するた

め、教育プログラムの改善を検証結果を反映させ実施する。 

 
【04-01】５年一貫制博士課程である技術科学イノベーション専攻において、世界の産

業イノベーションをリードする経営的感覚や複眼的視野を備えた先導的技術者を育成

するため、育成する人材像に即した経営・安全等の高度な学術的知識・能力を付与する

３つの教育プログラムを構築する。また、技術シーズの社会実装までをやり遂げるた

め、国内外のインターンシップを複数回体験させる制度を構築する。（戦略性が高く意

欲的な計画） 

【04-01-1】ベンチャー起業志向技術者やプロジェクトマネージャー志向技術者の育成等を

目指した３つの教育プログラムを充実させるため、学年進行によるカリキュラムを整備・

拡充する。 

 
【04-01-2】技術シーズの社会実装までをやり遂げるため、海外リサーチインターンシップ

制度等を検証結果を反映させ実施する。 

 
【04-01-3】卓越大学院グローバル超実践ルートテクノロジープログラムコースを充実させ

るため、学年進行によるカリキュラムの整備・拡充を図る。 

 
（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【05-01】教育の高度化・充実のための教育システムの構築、教員の教育力開発及び本

学の教育力を活かす社会貢献等に関する戦略的活動を行うことを目的として、教育戦

略本部を創設し、教育の活動内容を不断に見直し、教育のＰＤＣＡサイクルを全学的に
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確立するための、より実効性のある体制づくりを行う。 

【05-01-1】教育の高度化・充実のための教育システムや、教員の教育力開発及び本学の教

育力を活かす社会貢献等に関する戦略的活動を行う仕組みを検証する。 

 
【06-01】ＦＤ活動を推進するため、教員活動データベースにＦＤ項目を加え、個々の

教員の授業改善を組織的に把握、促進できるシステムを構築するなど、概ね９割の教員

が活動に参加できる仕組みを整備する。 

【06-01-1】多くの教員が参加できるような教員の教育力向上に向けたＦＤ活動を実施する。 

 
【06-02】英語での高度な教育を実践するため、海外大学等における講義実践等のＦＤ

活動を充実する。 

【06-02-1】英語での高度な教育を実践するため、英語での教育方法を各教員が修得するプ

ログラムを検証する。 

 
【07-01】各学生が入学時点での学力を把握し、その後の自らの学習計画を立て、学習

後の成果により自らの成長を把握できるシステムである、学習（学生）ポートフォリオ

の整備等により、学生主体の自主的・能動的学修を支援する。 

【07-01-1】学生主体の自主的・能動的学修を支援するため、学習（学生）ポートフォリオ

を試行する。 

 
【07-02】ラーニング・コモンズなど学生主体の自主的・能動的学修に対応する教育環

境を整備し、自学自習室の収容人数を学生収容定員の概ね３割以上とする。 

【07-02-1】学内の施設の使用状況やＬＡＮ環境等の実態調査の結果から、学生主体の自主

的・能動的学修に対応する教育環境の場を増やす方策を検討結果を反映させ実施する。 

 
（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

【08-01】本学独自の、特に優秀な学生を対象とするＶＯＳ特待生制度による入学料・

授業料の減免及び経済的理由により修学が困難と認められる学生を対象とする奨学金

制度による経済的支援を継続して実施する。 

【08-01-1】検証を踏まえて、ＶＯＳ特待生制度を含めた新たな支援制度を強化・充実する。 

 
【08-02】学長アドバイザーによる「学生なんでも相談窓口」及び本学大学院生が後輩

の学習支援を行う「学習サポーター制度」など、外国人留学生や多様な悩みを持つ学生

への相談支援体制を強化する。 

【08-02-1】改善した相談支援体制で学生相談を実施し、その効果を検証する。 

 
【08-03】日本人学生と外国人留学生が、異文化理解と国際通用性を高め、充実した学

生生活を送れるよう、混住タイプの学生宿舎を整備するなど、修学環境を整備する。 

【08-03-1】キャンパスマスタープランに基づき、学生宿舎等の整備を行う。 

 
【08-04】障がいのある学生が充実した学生生活を送れるよう、自動ドアやエレベータ

の増設など、施設のバリアフリー化を推進する。 

【08-04-1】障がいのある学生等の円滑な修学環境をキャンパスマスタープランに基づき、

実施する。 

 
【09-01】「技学」を意識した高い職業観等を涵養するキャリア形成支援及び、情報提

供・就職相談を通じたきめ細やかな就職支援を行い、就職率９５%以上を維持する。 
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【09-01-1】未内定者の早期把握により内定率が向上した時期を検証し、改善策を検討する。 

 
【09-01-2】実施した「技学」を意識した職業観を涵養するキャリア形成支援の検証を行い、

改善する。併せて、就職後３年を経た者を対象とした就職先企業の離職者についての調

査の結果をふまえて「技学」を意識した職業観を涵養するキャリア形成支援を実施する。 

 
（４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

【10-01】高等専門学校や海外協定大学など、連携の密な教育機関と入学前から積極的

な情報交換を行い、「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の活用や「知識・技能」

「思考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」を踏まえた、多面的・総合的

に評価する新たな個別選抜を構築し、実施する。 

【10-01-1】新たに導入する入試方法での入試が遺漏なく実施できるように確認・整備を行

う。 

 
【10-02】アドミッションポリシーが浸透し、それに呼応する学生が本学を受験するよ

うな、多様なメディアの活用や高校及び高専の教員、志願者、保護者等への直接のアプ

ローチなどの手法を駆使した、質の高い広報を展開する。 

【10-02-1】新たに導入する入試方法について、受験対象者が混乱を招くことのないよう適

切に周知を行うとともにアドミッションポリシーに則した志願者が集まるよう効果的な

広報を行う。 

 
２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

【11-01】研究戦略本部が中心となり、研究に関するＩＲの解析結果等を用いて、新し

い研究展開の芽を見出し、学内分野融合や産業界等の研究者・技術者との連携研究へと

展開する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【11-01-1】学長戦略経費による基礎研究、萌芽研究、重点研究領域・分野等に対する支援

等を実施することにより、研究者の自由な発想に基づく研究を積極的に推進する。 

 
【11-01-2】未来技術科学創造教育研究機構において、世界レベルの研究を推進し、融合・

フロンティア領域への展開を図る。 

 
【11-01-3】学内外の学術会議や学術誌等に積極的に研究成果を発表する。 

 
【12-01】国内外のものづくり地域における企業・自治体・教育機関・金融機関と連携、

協働した研究や技術開発プロジェクトを企画推進するとともに、研究成果を、技術成果

発表会、技術講演会、研究室見学及びＨＰにより発信し、社会に還元する。 

【12-01-1】国内外のものづくり地域における社会的要請の強い重要課題の解決に取り組み、

産官学金連携・協働して共同研究を推進し、中小企業との国際共同研究を３件以上実施

する。 

 
【12-01-2】成果発表等を実施した後の問い合わせ状況等の追跡調査を継続して行い、需要

に応える成果発表を実施するとともに、技術シーズコンテンツ（英語版を含む）の接続

状況及び問合せ状況に応じて説明内容を変更するなどの改善を行う。 

 
【12-01-3】戦略的地域に設置した海外拠点（ＧＩＧＡＫＵテクノパーク）を活用し、海外

展開する日系企業及び現地等企業との交流を促進する活動を行う。 
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（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【13-01】優れた若手研究者、女性研究者を養成し、高水準の研究遂行に資するため、

研究室・実験室の提供と研究活動経費等を支援する体制を整備する。 

【13-01-1】学長戦略経費等により、若手研究者の研究活動等を支援する。 

 
【13-01-2】テニュアトラック制を継続する等、優れた若手研究者・女性研究者に対し、ス

タートアップ経費や研究環境整備費の配分等の手厚い支援を行う。 

 
【13-02】学長のリーダーシップによる重点研究プロジェクトを推進するとともにＩＲ

推進室を組織し、その解析結果等を用いて、学長のリーダーシップによる研究企画・立

案等を実施し、未来の安全・安心社会と地域創生を支える研究拠点を形成するととも

に、重点研究領域プロジェクトや産学官連携活動等へ展開する。 

【13-02-1】３つの重点研究領域「グリーンテクノロジー」、「材料科学」、「制御システム」

を融合・深化した融合・フロンティア領域へ展開する。 

 
【13-02-2】研究情報及び特許情報等の収集を継続して実施し、本学の先進的技術が活用で

きる地域等の分析を引き続き行う。 

 
【13-02-3】国際的な研究情報を集積した論文データベースを用いて分野別の研究業績等を

分析し、研究活動の活性化を支援する。 

 
３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 

【14-01】地域の自治体及び高等専門学校等とも協働し、本学の強み・特色を活かした

技術供与や人材育成による新技術の開発拠点形成に繋がる支援を行うことにより、イ

ノベーション創出による新産業の創成、ベンチャー企業の立ち上げなどものづくり地

域の産業を活性化させる。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【14-01-1】公益財団法人にいがた産業創造機構と長岡工業高等専門学校と協働し、県内企

業の技術者育成のための指導を継続し、実施するアンケートの評価を参考に指導内容に

変更を加え、技術者の要望に対応する。 

 
【14-01-2】起業を目指す学生の掘り起こし等を目的とし、起業セミナーを実施する。また、

教員の起業シーズの掘り起こし等のため、専門家による支援の場を定期的に設ける。 

 
【14-01-3】地域課題の解決や地域産業の活性化につながる取組を自治体及び高等専門学校

等と連携し、複数の地域で展開する。 

 
【14-02】地域・社会の企業等のグローバル化を支援するため、企業と共同で「グロー

バル社会を牽引する実践的技術者育成プログラム」により展開するグローバル産学官

融合キャンパス（産学官が融合するイノベーション指向の実践的教育、研究開発に取り

組む場）を活用し、技学教育研究によるグローバルな実践的技術者の養成、中小企業の

国際化及び海外進出の支援、海外へのベンチャー企業の立ち上げなど、地域・社会と共

同で日本企業のグローバル展開を行う。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【14-02-1】戦略的地域に設置した海外拠点（ＧＩＧＡＫＵテクノパーク）を活用し、中小

企業国際市場開拓支援を６件以上行う。また、拠点ごとのニーズに対応するため、支援

体制等を点検し、充実を図る。 



6 
 

 
【14-03】自治体の施策及び地域が行う人材育成事業等に本学教職員及び学生を派遣し

協力するとともに、自治体教育委員会と連携し、小中学校及び高等学校へ理数科教育や

ＩＴ教育等の支援を行うことにより、地域における青少年の科学技術への関心を高め

る。 

【14-03-1】自治体の施策等に協力し、地域における青少年の科学技術への関心を高める取

組を行う。 

 
【14-03-2】人材育成事業の支援方策について見直しを行う。 

 
４ その他の目標を達成するための措置 

（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

【15-01】スーパーグローバル大学創成支援「グローバル社会を牽引する実践的技術者

育成プログラム」事業の目標達成に向け、ＧＩＧＡＫＵ教育ネットワーク及びＧＩＧＡ

ＫＵテクノパークネットワークで構成されるグローバル産学官融合キャンパスを構築

する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【15-01-1】国際経営協議会等で得られた意見等に基づき、ＧＩＧＡＫＵ教育ネットワーク

及びＧＩＧＡＫＵテクノパークネットワークを点検し、充実させる。 

 
【15-01-2】平成３０年度に設置した国際技学教育認証委員会において、海外戦略地域へ技

学教育システムを普及・展開させる方策を検証する。 

 
【15-02】技大式教育研究モデルを、日本企業の海外展開を先取りした世界を牽引する

次世代の戦略的地域（中南米、アジア等）の３ヶ国以上に展開する。 

【15-02-1】新たに技大式教育研究モデルを海外展開できる地域を決定し、展開するための

検討・調整を行う。 

 
【15-02-2】海外展開した高専－技大教育の質を高めるため、教育内容の改善を支援する。 

 
【15-03】国際交流協定については、不断の見直しを行う一方、優れた実績を有する大

学・研究機関等との協定締結を推進することにより、大学間協定に基づく交流数とし

て、全学生に対する日本人派遣学生の割合を中期目標期間中に３％、外国人留学生の割

合を５％にまで引き上げる。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【15-03-1】国際交流協定校の交流実績をもとに協定の改廃を検討するとともに、新たな協

定締結に向けた検討・調整を行う。 

 
【15-03-2】日本人派遣学生の割合を高めるため、海外実務訓練先、研究活動先を充実する。 

 
【15-03-3】外国人学生のニーズに合った交流プログラムとするため、実施内容の改善を行

う。 

 
【16-01】世界で活躍できる実践的技術者を育成するため、海外の交流協定校との質の

保証された共同教育研究プログラムであるツイニング・プログラム、ダブルディグリ

ー・プログラム、ジョイント・ディグリー・プログラム等を充実・強化する。（戦略性

が高く意欲的な計画） 

【16-01-1】世界で活躍できる実践的技術者を育成するため、質の保証された共同教育研究

プログラムを充実・強化する。 
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【16-02】共同教育研究プログラム及び在留関係手続き、生活相談、学内の各種情報提

供等の留学生サポートを充実・強化することにより、多様な国からの留学生を確保する

とともに、留学生比率を中期目標期間中に２２％にまで引き上げる。（戦略性が高く意

欲的な計画） 

【16-02-1】外国人学生のニーズに合った交流プログラムとするため、実施内容の改善を行

う。 

 
【16-02-2】留学生のキャンパスライフを充実させるため、学習及び生活面でのサポートを

充実・強化し、留学生獲得のための情報発信を充実する。 

 
【16-02-3】留学生に必要な情報の多言語化を推進する。 

 
【16-03】本学の特色ある海外実務訓練、リサーチインターンシップ等の海外経験プロ

グラムを充実・強化することにより、３ヶ月以上の海外経験率（修士修了時まで）を中

期目標期間中に２８％にまで引き上げる。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【16-03-1】学生の海外経験率を高めるため、海外の実務訓練先、研究活動先を充実する。 

 
【16-03-2】留学中の学生サポート体制を充実・強化する。 

 
【16-03-3】海外への興味を高めるためのプログラムの改善を行う。 

 
（２）豊橋技術科学大学及び高等専門学校との連携に関する目標を達成するための措置 

【17-01】豊橋技術科学大学との教育研究交流集会を定期的に開催し、連携の強化を推

進する。高等専門学校と人事交流制度及び連携教員制度を活用し、高等専門学校教員の

本学への受入れと、本学から高等専門学校教員への派遣を継続的に実施するとともに、

技術科学分野の指導者を育成する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【17-01-1】豊橋技術科学大学と連携した業務運営の効率的な実施方策等を検討し、両技術

科学大学の連携を強化する。 

 
【17-01-2】高専・両技科大間教員交流制度を活用し、高等専門学校教員の受入れを行う。

本学から高専への短期派遣制度について検討を行う。 

 
【17-01-3】高等専門学校専攻科の教育の高度化につながる連携教育プログラムを構築し、

連携先の高等専門学校とともに実施に向けた準備を進める。 

 
【17-02】高等専門学校教員との共同研究の実施、高等専門学校本科生・専攻科生の本

学への体験実習生としての受入れ、本学教員等の高専訪問、ｅ―ラーニングコンテンツ

の提供等を通じ、高等専門学校生の教育研究力向上に寄与するとともに、本学への進学

の円滑な接続を推進する。 

【17-02-1】本学への体験実習生の受け入れ及び高専訪問の効果等を高専連携室において検

証する。 

 
【17-02-2】高等専門学校における授業撮影や編集などのｅラーニングコンテンツ作成のた

め授業撮影・編集の支援を行い、配信するコンテンツを増加させる方策を検証結果を反

映させ、実施する。 
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【17-02-3】高等専門学校との共同研究に高等専門学校の専攻科生及び本学大学院学生を参

画させ、高等専門学校生の教育研究力の向上につなげる。 

 
【18-01】海外教育拠点、広域連携教育研究用情報システム及び両技術科学大学・高等

専門学校等を結ぶグローバル・イノベーション・ネットワーク（ＧＩ－ｎｅｔ）等を活

用し、長期留学プログラムの実施を始めとしたグローバル指向人材育成事業及び地域

新技術モデルの実施を始めとしたイノベーション指向人材育成事業並びに教員の質の

向上を目指したＦＤ等の事業を共同で推進する。また、豊橋技術科学大学と連携・協働

した教育プログラム・共同教育コースを開設するとともに、共同大学院の設置を検討す

る共同の委員会等を設置する。（戦略性が高く意欲的な計画） 

【18-01-1】豊橋技術科学大学と連携・協働した共同大学院の設置について、委員会等で検

討を行う。 

 
【18-01-2】三機関で実施した教育プログラムの更なる充実を図り、当該プログラムを通常

のカリキュラムに組み込み履修科目とするための準備を行う。 

 
【18-01-3】長短期インターンシップの継続実施に向け、受入れ先の確保と拡大を図る。 

 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

【19-01】学長のリーダーシップの下、戦略的な方針を明確にし、その方針に基づき学

内資源の効果的かつ効率的な配分を行うとともに、本学のグローバル化を加速させる

ため、学長戦略経費を活用する。 

【19-01-1】学長のリーダーシップの下、本学の中長期的な課題解決に向けた取組を着実に

推進させる戦略的な予算編成方針を策定し、機能強化経費及び学長戦略経費等の戦略を

推進させる経費に対し、優先的に予算措置を行う。また、学長戦略経費により、本学の強

み・特色を生かした研究力強化のほか、グローバル化を加速させる取組に対し、重点的

に予算配分を行う。 

 
【19-02】平成２７年度に実施した年俸制適用教員の評価方法について検証、見直しを

行うとともに、一般教員の業績の評価体制を構築、公表し、教育研究能力の高い教員に

対しては、特別研究経費を付与するなどの環境を整備する。 

【19-02-1】年俸制適用教員の評価方法について継続して検証するとともに、一般教員の業

績の評価体制についても検証し結果を公表する。 

 
【19-03】本学が全国の国立大学に先駆けて構築し実施している年俸制、クロスアポイ

ントメント制を活用するなど、優秀な若手教員、女性教員及び外国人教員等の多様な人

材を確保し、年俸制教員を全教員の概ね２０％、クロスアポイントメント制教員を全教

員の概ね５％、外国人教員を全教員の概ね１５％とする。 

【19-03-1】年俸制適用教員の割合を１６％とする。 

 
【19-03-2】クロスアポイントメント制教員の割合を４％とする。 

 
【19-03-3】外国人教員の割合を１２％とする。 

 
【19-04】４０歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大し、教育研究を活性

化するため、若手教員の雇用に関する計画に基づき、退職金に係る運営費交付金の積算
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対象となる教員としての雇用を、４０歳未満の若手教員の割合が３１．３％となること

を目指し促進する。 

【19-04-1】若手教員の割合を３０％とする。 

 
【19-05】女性の活躍を推進し組織の活性化を図るため、女性教職員の採用及び管理職

への登用のほか、仕事と家庭が両立できる働きやすい環境づくりを推進し、女性教員の

割合を概ね１５％に、管理職に占める女性割合を概ね２０％とする。 

【19-05-1】女性教員の割合を概ね１０％に、管理職に占める女性割合を概ね１５％とする。 

 
【19-06】事務職員を対象とする海外ＳＤ研修及びＴＯＥＩＣ受験を必須とする語学研

修を実施するなど、本学のグローバル化に対応した学内国際化を推進し、ＴＯＥＩＣ５

５０点以上の職員割合を概ね１５％以上とする。 

【19-06-1】本学のグローバル化に対応した学内国際化のために、研修計画に基づき、事務

職員及び技術職員に必要な技能を向上させる研修を実施する。 

 
【20-01】国の動向等を踏まえつつ主体的・自律的に、内部規則等を含めたガバナンス

の総点検及び見直しを行うなど、ガバナンスが最適に発揮される組織運営を行う。 

【20-01-1】定期的な教育により、内部規則の点検等の日常的なモニタリングが機能するよ

う、教職員を対象とした研修会を開催する。 

 
【20-02】ＩＲ機能を強化するとともに、経営協議会、学長アドバイザー会議等で得ら

れた意見など、学外者の意見を法人運営に適切に反映する。 

【20-02-1】ＩＲ活動を自己点検し、分析項目等の見直しを行う。また、外部評価結果をも

とに、更なる機能強化及び業務改善等について検討し、提言を行う。 

 
【20-02-2】経営協議会の学外有識者から得られた意見等を業務運営に適切に反映させる。 

 
【20-03】監事及び内部監査室が定期的に情報共有を行うなど、監事の業務が円滑に行

われるよう支援体制を強化する。 

【20-03-1】学長・理事、監事、会計監査人及び内部監査室で構成する意見交換会を開催す

るとともに、監事に内部監査室が実施する監査内容を事前説明し、監査の観点などの監

査情報を共有する。 

 
【20-03-2】監事の求める情報提供の協力により、監事監査業務を支援する。 

 
【20-03-3】監事監査及び内部監査による指摘や意見の追跡調査を実施し、学長に改善事項

を報告する。 
 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

【21-01】平成２７年度に改組した５年一貫制博士課程等の教育組織や、研究院に統合

した教員組織について、将来計画委員会において、産業界が求める人材ニーズや高等専

門学校の教育改革の動向を踏まえ、教育研究組織の検証、見直しを行う。 

【21-01-1】将来計画委員会において、教育研究組織の改組に向けた検討を進めるとともに、

技術経営研究科のあり方について見直しを行う。 

 
３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

【22-01】事務の効率化・合理化を推進するため、業務遂行方法等について課ごとに総
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点検を実施し、点検結果を基に各課横断的なグループ討議を行うなど業務全般につい

て見直しを行い、外部委託及び事務の情報化等を推進する。 

【22-01-1】現行の業務遂行方法等について、課ごとに総点検を行い、外部委託及び事務の

情報化等の改善策を作成し、実行する。 

 
【22-01-2】契約事務の効率化と予算の効果的な執行を推進するため、共同調達、複数年契

約等を行う。 

 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

【23-01】リサーチ・アドミニストレーターによる大学の研究力の調査分析や研究推進

の企画立案に必要な情報の収集分析等のデータを活用し、外部研究資金等の獲得に向

けた取り組みを強化する。 

【23-01-1】科学研究費助成事業費の獲得増に向けた情報収集・分析・発信及び意見交換会、

学内説明会等を行うとともに、獲得増に向けた取組の検討を行う。 

 
【23-01-2】競争的資金及び助成金等の公募情報をメール及び学内専用ページにより学内に

周知し、外部資金の獲得に取り組む。 

 
【23-02】自己収入を安定的に確保するため、寄附金その他自己収入の分析等を基に、

増収計画を策定し、獲得に向けた取組を強化する。 

【23-02-1】外部資金及び自己収入等を積極的に獲得する方針及び多様な主体からの外部資

金獲得や増収に繋がる取組等について、見直しを行う。 

 
【23-02-2】平成３０年度の寄附募集活動の成果について分析を行い、平成３１年度の増収

計画を策定し、新たな募集の取組を行う。 

 
２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

【24-01】財務諸表データの経年比較や増減要因分析等を収録した財務レポートを活用

し、契約の見直し等を行うことにより、管理経費を抑制し、管理経費が予算全体に占め

る割合を前年度以下とする。 

【24-01-1】財務諸表データ等による管理経費の効率性・効果を検証し、事業計画の見直し

等を行い、管理経費の抑制を行う。 

 
【24-02】国の電力需給施策を踏まえつつ、光熱費の使用実績等を基に節減計画を作成

し、節減に向けた取組を強化するなど、光熱費の支出を前年度以下とする。 

【24-02-1】省エネ行動計画に沿った省エネを実施する。また、既存設備を省エネ機器に計

画的に更新し、光熱費を抑制する。 

 
３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

【25-01】安全性及び流動性を重視した運用方針の下、運用額、運用期間及び運用対象

商品を定めた資金運用計画を策定し、運用率（運用額/運用可能額）８５％を目標とす

る安定的かつ効果的な資金運用を行う。 

【25-01-1】金融機関からの情報を活用した金融市場のモニタリングを継続的に行いつつ、

平成３０年度の運用状況等を分析し、安全性及び流動性を重視した資金運用方針を策定

するとともに、学内資金の収支動向を踏まえた運用により運用率を前年度以上とする。 
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【25-02】各専攻を対象に室使用状況調査等を実施し、スペースの利用状況及び利用動

向等を適切に把握し、利用効率の低いスペースは共用利用化するなど、保有する建物等

の資産を有効に活用する。 

【25-02-1】研究設備・機器の共同利用を推進するため、継続的に共同利用が可能な研究設

備・機器の調査の結果をもとに共同利用の仕組みの検討を行う。 

 
【25-02-2】利用率の低いスペースを把握するため、室使用状況調査を実施し、利用率の低

いスペースは共同利用化を行う。 

 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

【26-01】自己点検・評価等を実施するとともに、大学の教育研究活動状況を調査・分

析し、それらの結果を教育研究の質の向上や大学運営の改善に活用する。 

【26-01-1】大学評価委員会による業務実績評価において、評価指標を用いて業務計画の進

捗状況を評価し、自己点検・評価による、各業務の改善、充実を図る。 

 
【26-02】監事監査及び内部監査における監査結果を反映した、大学運営の改善に取り

組み、ＰＤＣＡサイクルを機能させる。 

【26-02-1】監事監査及び内部監査の監査結果や意見に基づいた業務改善等の対応状況をヒ

アリングにより確認する。 

 
２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

【27-01】本学の強みや特色のある教育研究等の情報を、Ｗｅｂや大学ポートレート等

の多様な広報媒体を活用して、ステークホルダーのニーズに沿った効果的な広報活動

を展開する。 

【27-01-1】本学の強みや特色のある教育研究等の情報について、ＳＮＳやＷｅｂ等を利用

した海外への発信により、国際広報活動を拡充する。 

 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置  

【28-01】グローバル化の推進やイノベーションの創出等に対応する新たなキャンパス

マスタープランを策定し、プランに基づき教育研究施設設備の高度化を推進する。 

【28-01-1】教育研究の変化を踏まえキャンパスマスタープランの見直しを行う。 

 
【28-02】教育研究スペースの利用状況を調査し、教育研究の変化に応じたスペースの

再配分を行うなど、施設設備を有効に利活用するためのスペースマネジメントを効果

的に実施する。 

【28-02-1】各部屋の利用状況を調査し、教育研究の変化に応じた弾力的、流動的に利用で

きるスペースの再配分を行う。 

 
２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

【29-01】大学における危機管理体制及び危機への対処方法等を明確化し、職員等への

周知を徹底する。 

【29-01-1】危機への対処方法等について、危機管理マニュアル、個別マニュアルの見直し

を行い、職員への周知を図る。 

 
【29-01-2】危機事象が発生した場合に、迅速かつ的確に対処するため、対象とする事象を
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特定した対応訓練を実施する。 

 
【29-02】労働安全衛生関係法令の遵守及び、安全管理を強化するため、ｗ－ＳＤＳ（作

業のセーフティ・データ・シート）等を充実するとともに、学内パトロールを実施する

など、継続的に教育研究環境のリスク低減や安全確保を推進する。 

【29-02-1】安全管理に関する教育・研修内容を確認するとともに、教員が必要とする資格

や特別教育を調査し、取得や教育の推進を図る。 

 
【29-03】地域住民や地元消防署等と共働し、全学的かつ実践的な防火･防災訓練を実施

する。 

【29-03-1】地域住民や地元消防署等と共働し、学生･教職員を対象とする防火･防災訓練を

実施する。 

 
３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措置 

【30-01】研究者倫理や研究費不正防止に関する基本方針及び研究費不正防止計画に基

づき、研究及び研究費の運営・管理を担う全ての構成員に対してコンプライアンス教育

を実施するなど、学生・教職員の法令遵守に対する意識を向上させる。 

【30-01-1】研究活動上の不正行為及び研究費の不正使用を防止するため、研究倫理委員会

及び研究費不正使用防止計画推進室において、コンプライアンス室と連携し、学生・教

職員に対するコンプライアンス教育を実施する。また、コンプライアンス教育の理解度

を把握するための調査を行う。 

 
【30-02】情報セキュリティ関係規則等の学内専用ＨＰへの掲載、教育用セキュリティ

ビデオ等を用いたガイダンスや講習会及び標語募集の実施など、ネットワーク知識を

含むＩＴスキルの向上と情報セキュリティの強化を行う。 

【30-02-1】教職員向けに情報セキュリティのリーフレットを作成する。 

 
【30-02-2】セキュリティ改善計画に基づき、情報セキュリティ体制並びに情報システムの

見直しを行う。 

 
【30-02-3】新入生や新採用職員を対象に、教育用セキュリティビデオを用いて、情報セキ

ュリティガイダンスを実施する。また、理解度に応じ、フォローアップ教育を行う。 

 
【30-02-4】情報セキュリティ関連情報のＨＰへの掲載内容を充実するとともに、E-mail な
どにより適宜、最新情報の周知徹底を図る。 

 
【30-02-5】情報セキュリティ訓練の結果を踏まえ、職員を対象とした講習会を開催する。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

８９２，９５０千円 

 

 ２ 想定される理由 

  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借 

り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

重要な財産を譲渡、処分する計画は想定していない。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

  教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

（単位:百万円） 

施設・整備の内容 予定額 財 源 

ライフライン再生（電気設備）、 

ライフライン再生（給排水設備） 

 

小規模改修 

総額 

６７８ 

施設整備費補助金（６５３） 

 

 

（独）大学改革支援・学位授与機

構施設費交付金（２５） 

注）金額については見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・

設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 

 

２．人事に関する計画 

・教員については原則公募制を継続するとともに年俸制、クロスアポイントメント制等を活

用し、若手研究者、外国人、女性等を中心に優れた人材を確保する。 

・教員の資質向上のため、教育方法開発センターの実施する教員ＦＤ研修及びテニュアトラ

ック制等を活用し、教育・研究能力の向上を図る。 

・事務系、技術系職員の資質向上のため、国際化に対応できる能力を養成する語学研修、海

外研修などを充実させ、職務能力の向上を図る。 

（参考 1）３１年度の常勤職員数 ３３１人 

     また、任期付職員数の見込みを１９人とする。 

（参考 2）３１年度の人件費総額見込み ３，３５７百万円 
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

１．予 算  

平成３１年度 予算 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

 

収入 

  運営費交付金 

  施設整備費補助金 

  船舶建造費補助金 

 補助金等収入 

  大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

自己収入 

  授業料、入学金及び検定料収入 

   附属病院収入 

    財産処分収入 

   雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

引当金取崩 

長期借入金収入 

貸付回収金 

目的積立金取崩 

出資金 

計 

 

 

３，７２２ 

６５４ 

０ 

  ４３９ 

 ２５ 

 １，５２８ 

 １，２５０ 

０ 

 ０ 

２７９ 

       ９８７ 

０ 

 ０ 

０ 

２２８ 

０ 

 ７，５８３ 

 

支出 

業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

施設整備費 

  船舶建造費 

 補助金等 

  産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 貸付金 

  長期借入金償還金 

 大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 

 出資金 

計 

 

 

５，４７９ 

 ５，４７９ 

 ０ 

６７９ 

０ 

       ４３９ 

 ９８７ 

 ０ 

 ０ 

 ０ 

０ 

７，５８３ 

[人件費の見積り] 

期間中総額３，３５７百万円を支出する。（退職手当は除く） 

注）退職手当については，国立大学法人長岡技術科学大学退職手当規則に基づいて支給す

ることとするが，運営費交付金として措置される額については，本年度の 予算編成過

程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

注）「運営費交付金」のうち，平成３１年度当初予算額は３，７０３百万円，前年度より

の繰越額のうち使用見込額２０百万円。 

注）「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち，当年度予算額８８２百万円，前年

度よりの繰越額のうち使用見込額１０５百万円。 
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２．収支計画  

平成３１年度 収支計画 

（単位 百万円） 

区 分 金 額 

 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究費等 

      役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

   減価償却費 

 臨時損失 

 

収益の部 

  経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  補助金等収益 

  寄附金収益 

  施設費収益 

  財務収益 

    雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返補助金等戻入 

  資産見返寄附金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

 

 ７，２８７ 

 ７，２８７ 

 ６，２８８ 

 ２，０１６ 

 ０ 

 ７２９ 

６５ 

 ２，２９２ 

 １，１８６ 

４６８ 

 ０ 

 ０ 

 ５３１ 

 ０ 

 

 ７，０５９ 

 ７，０５９ 

 ３，７０４ 

 １，０７０ 

 ２６２ 

 ４２ 

 ０ 

 ８２８ 

  ３８０ 

 １８７ 

 ０ 

０ 

 ２７９ 

 ９７ 

９８ 

 １１１ 

 ０ 

 ０ 

 △２２８ 

 ２２８ 

 ０ 
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３．資金計画  

平成３１年度 資金計画 

（単位 百万円） 

区 分 金 額 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料、入学金及び検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

  補助金等収入 

    寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

 

７，７６０ 

 ６，６５６ 

９２７ 

 ０ 

１７７ 

  

７，７６０ 

 ６，５５２ 

 ３，７０３ 

 １，２５０ 

   ０ 

 ７２４ 

 ４３９ 

 １５９ 

 ２７９ 

６８２ 

６７９ 

 ３ 

 ０ 

 ５２６ 
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別表（学部の学科、研究科の専攻等） 

 
工学部 機械創造工学課程     ２２６人 

電気電子情報工学課程   ２２６人 
物質材料工学課程     １２４人 
環境社会基盤工学課程   １４６人 
生物機能工学課程     １２０人 
情報・経営システム工学課程 ９８人 

工学研究科 技術科学イノベーション専攻 ７５人 
（うち５年一貫制博士課程  ７５人） 
機械創造工学専攻     １９２人 

（うち修士課程 １９２人） 
電気電子情報工学専攻   １９２人 

（うち修士課程 １９２人） 
物質材料工学専攻     １００人 

（うち修士課程 １００人） 
環境社会基盤工学専攻   １２０人 

（うち修士課程 １２０人） 
生物機能工学専攻      ９４人 

（うち修士課程  ９４人） 
情報・経営システム工学専攻 ７０人 

（うち修士課程  ７０人） 
原子力システム安全工学専攻 ４０人 

（うち修士課程  ４０人） 
情報・制御工学専攻     ２１人 

（うち博士後期課程  ２１人） 
材料工学専攻        １８人 

（うち博士後期課程  １８人） 
エネルギー・環境工学専攻  ２１人 

（うち博士後期課程  ２１人） 
生物統合工学専攻      １５人 

（うち博士後期課程  １５人） 

技術経営研究科 システム安全専攻      ３０人 
（うち専門職学位課程  ３０人） 

 

 

 


